







































































































































































































































































































































































































た 水 素 供 給 設 備 の 整 備， ⑤V2H（Vehicle to
Home）18の導入促進，⑥安全性・互換性を担保する
ための制度・環境整備することを推進する。
そして，2020年までに実現する成果目標は，Ａ）
次世代自動車比率を50％，Ｂ）普通充電設備200万
基，急速充電設備5,000基の設置である。
→ここでの決定は，「EV」，「PHV」の推進目標
を上げるとともに，さらに先の次世代技術である
「FCV」について言及されている。特に，「EV」，
「PHV」の普及促進のためのインフラ設備は促進の
目途が立ちつつあるが，究極の環境対策技術である
水素インフラについては技術的な課題も多く，産・
官・学の連携なくして推進は非常に困難であること
が明白であるため，「EV」，「PHV」のインフラ設
備から，軸足を移しつつあることが窺い知れる。
3.3　「次世代自動車戦略2010」と政府の閣議決定の
差異
上記に政府の閣議決定を既述したように，「次世
代自動車戦略研究会」の目指す政策と，最近の閣議
決定には明らかに差異があることがわかる。閣議決
定では基本的に推進すべき自動車として「EV」や
「PHV」を掲げているが，その先のさらに環境負荷
の低減をめざし水素を活用した「FCV」にも言及
している。
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現時点では「FCV」は今なお発展途上の技術で
あるが，産・官・学で協業しながら技術革新を図る
ポテンシャルは十分備えている。
そのため，水素を供給するインフラをどのように
整備させるとか，燃料電池のコア技術である触媒素
材の開発，安全な水素タンクの開発など，越えなく
てはならないハードルに関して閣議決定は言及して
おり，「FCV」の研究を更に進める政策を検討して
いることがわかる。
４．次世代自動車技術の課題解決
4.1　次世代自動車技術の展望
ここまで，次世代自動車技術の現状と将来の有力
技術，国内外の市場，日本と諸外国の政策，そして，
現在の政策の方向性について確認した。
次世代自動車戦略研究会の推奨する「EV」
「PHV」は，この先10－20年時点では次世代自動車
としての主役の座ある可能性は極めて高い。「EV」
については，CO2を発生させない最有力の動力源で
あることは間違いないが，一方でバッテリーへの充
電過程において，原子力発電に100％依存しない限
り，発電工程のCO2発生は避けられない。その多く
を火力発電に依存する現状から考えれば，CO2の排
出が後先になるだけで，そもそもの次世代自動車技
術の議論自体，無意味なものになるだろう。
しかも世界市場がどのような技術を選択するかは
各国の思惑や政策，規制の違いから，統一的に次世
代自動車技術の世界標準を語ることはできない。
「HV」か「DE」，「ECO」なのか，「CNG（圧縮
天然ガス）」，「PHV」，「EV」なのかは各国各事情
なので誰も予想できない。政策展開は各国の事情に
任せるが，いずれの技術であっても環境負荷を低減
出来てもゼロにすることはできない。すなわちゼロ
エミッションという点では，「FCV」以外では不十
分である。
「FCV」は自然界に無尽蔵にある水素を活用し
た技術である。貯蔵，あるいは発生させた水素と空
気中の酸素を化学反応させて，電気と熱エネルギー
を放出させる唯一のゼロエミッション技術である。
4.2　長期戦略として「FCV」の推進
「FCV」の実用上の課題は，触媒に使用する白
金である。通常，１台の自動車に使用する想定した
白金の量は，小型車クラス（80kW）で60－80ｇ，
中型車クラス（150kW）で120－150ｇ位と言われ
ている。白金の１ｇ当たりの相場が4,950円（2013
年11月時点）だとすれば，小型車クラスで30－40万
円，中型車クラスで60－75万円程度触媒だけに掛か
ることになる。また，費用だけではなく，白金の述
べ埋蔵量は３万９千トンと言われているので，世界
中の全ての自動車を白金主体で代替させるのは不可
能である。白金に代わる触媒物質の開発が不可欠な
のである。その他，水素の供給インフラ，自動車へ
の貯蔵するための水素タンク等も，早急に対応する
必要である。水素を安全に貯蔵できる水素タンクの
製造と基準の制定である。このことは自動車メー
カー１社でできるはずもなく，政府が率先垂範し技
術開発のための援助や規格の制定など民間ではでき
ない次元での政策対応が求められている。白金に代
わる触媒物質の目処と，供給インフラ，貯蔵タンク
等の問題が解決できれば，現状を飛躍的に改善でき
るポテンシャルがあるのである。
4.3　次世代自動車技術の振興策
次世代技術の振興は，当面は万遍なく技術進化を
目指し偏らない産業政策とする。
自動車関連産業は「EV」「PHV」の特定技術だ
けでなく，全方位の技術振興が必要である。市場に
よって求められる技術や商品が違うため，ニーズ毎
に対応できる技術の展開を推進する必要があろう。
例えば，欧州市場に「EV」「PHV」を展開しても
日本のように上手くいくとは限らない。このため，
特定の市場だけに目を向けた政策では，その対象の
市場でしか政策効果は見いだせないだろう。それぞ
れの市場に合った技術を開花させたい自動車関連産
業と，日本市場での産業政策との綿密な摺合せを行
うことは不可欠なのである。
また，「FCV」を本命技術と見据え，基礎技術振
興とインフラ整備を産業政策とする。
水素供給インフラ無くして「FCV」の本格的展
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次世代自動車技術の現状と政策推進
開は望めない。「EV」の充電設備については自動車
ディーラーや公共施設，そして，民間設備や一般家
庭において費用面を除けば，技術的な課題はクリア
されており，ほぼ設置の目処が立っている。
しかし，水素供給インフラについては技術的な課
題や安全性について，未だ研究開発途上である。基
礎研究もこれから本格化することが見込まれている
段階なので，官の政策によって強力に推進する必要
がある。早急にビジョン，戦略を固め，制度的な足
固めが必要である。
補助金や優遇税制の活用はもちろん，ユーザーを
巻き込んだ政策推進を図る必要がある。政府の中長
期戦略と産・学の連携，そしてユーザー認知を高め，
政策をニーズにシンクロさせながら，浸透を図るこ
とが近道である。
終わりに
2013年11月，自動車の祭典「第43回東京モーター
ショー」が開催された。
ここ数回のモーターショーは，主にECOや環境
性能を謳った出品車が主流を占めたが，今回は次世
代自動車の新しい技術出典や市販予定のスポーツ
カー等，様々な自動車が出典されたイベントであっ
た。
自動車はいわゆる耐久消費財であるが，単に「燃
費」がいいとか，「環境」にいいとかだけでは選択
しない特殊な嗜好品である。
日本の自動車関連産業は幸いなことに，自動車
メーカーとサプライヤーが強力な相互補完のサプラ
イチェーンを構築しており，強力かつ最先端の技術
を温存している。
しかし，新興国や欧米先進国の追い上げも激しく
待ったなしの対応を迫られている。そのためには，
各自動車メーカーの垣根を越えて，日本として産・
官・学の連携により，新しい技術の開花と展開を進
めることが大事であり，それぞれの得意分野を最大
限生かして振興していくことこそ，日本の自動車産
業を発展させていく原動力なのである。
注
１　経済産業省の監修の元，自動車関連産業を中心に「次
世代自動車戦略研究会」で次世代自動車に関する中長期
戦略をまとめたもの。
２　化石燃料を燃焼させて動力を取り出す熱交換器。ガソ
リンエンジン，ディーゼルエンジンが主な内燃機関であ
る。
３　廃棄物を出さないこと。社会全体で廃棄物を出さない
ような取り組み
４　「次世代自動車戦略2010」５頁25行目引用
５　現在実用化されているバッテリーの中で高効率な二次
電池（充電できる電池）である。高価
６　燃料が保持している熱量を動力として取り出すことの
できる熱量の交換率のこと。
７　大気に存在する様々な種類や性状，大きさを持つ粒の
総称。ここでは主に煤を指す。
８　窒素酸化物の総称。高温，酸素が少ない状態で発生す
る。大気を汚染する物質。
９　2012年度自動車販売連合会の統計による。
10　2013年度 JETRO資料による。
11　2011年米国調査会社，R.L.Polk 社の「HV」市場調査
結果
12　2013年度 JETRO資料による。
13　2013年度 JETRO資料による。
14　中国版次世代自動車技術戦略と新エネルギー政策であ
る。
15　環境省が平成22年３月公表された「環境対応車普及戦
略」のはじめにより引用
16　HV，EV，PHV，FCV，クリーンディーゼル，CNG
等すべてのクリーンエネルギー自動車を指す。
17　燃費性能に優れたポストエコカーを指す。
18　EVや PHVに蓄えた電力を家庭用電力として利用す
る動きを指す。
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